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〔
府
令
・
省
令
〕

〇
産
業
競
争
力
強
化
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
命
令

（
内
閣
府
・
総
務
・
財
務
・
文
部
科
学
・

厚
生
労
働
・
農
林
水
産
・
経
済
産
業
・
国

土
交
通
・
環
境
二
）

〇
産
業
競
争
力
強
化
法
に
基
づ
く
認
定
技
術

等
情
報
漏
え
い
防
止
措
置
認
証
機
関
に
関

す
る
命
令
（
同
三
）

〇
産
業
競
争
力
強
化
法
施
行
令
第
三
条
の
二

に
規
定
す
る
内
閣
府
令
・
経
済
産
業
省
令

で
定
め
る
基
準
等
を
定
め
る
命
令
の
一
部

を
改
正
す
る
命
令

（
内
閣
府
・
経
済
産
業
五
）

〔
省

令
〕

〇
電
波
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
（
総
務
五
六
）

〇
法
務
局
及
び
地
方
法
務
局
の
支
局
及
び
出

張
所
設
置
規
則
及
び
登
記
事
務
委
任
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
法
務
二
三
）

〇
独
立
行
政
法
人
情
報
処
理
推
進
機
構
の
業

務
運
営
、
財
務
及
び
会
計
並
び
に
人
事
管

理
に
関
す
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省

令
（
厚
生
労
働
・
経
済
産
業
五
）

〇
産
業
競
争
力
強
化
法
等
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
の
一
部
の
施
行
に
伴
う
経
済
産
業

省
関
係
省
令
の
整
備
に
関
す
る
省
令

（
経
済
産
業
五
九
）

〇
中
小
企
業
倒
産
防
止
共
済
法
施
行
規
則
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
同
六
〇
）

〔
告

示
〕

〇
技
術
及
び
こ
れ
に
関
す
る
研
究
開
発
の
成

果
、
生
産
方
法
そ
の
他
の
事
業
活
動
に
有

用
な
情
報
の
漏
え
い
を
防
止
す
る
た
め
に

必
要
な
措
置
に
関
す
る
基
準

（
内
閣
府
・
総
務
・
財
務
・
文
部
科
学
・

厚
生
労
働
・
農
林
水
産
・
経
済
産
業
・
国

土
交
通
・
環
境
三
）

〇
技
術
等
情
報
漏
え
い
防
止
措
置
認
証
業
務

の
実
施
の
方
法
（
同
四
）

〇
技
術
等
情
報
漏
え
い
防
止
措
置
の
実
施
の

促
進
に
関
す
る
指
針
（
同
五
）

〇
海
上
移
動
業
務
に
使
用
す
る
電
波
の
型
式

及
び
周
波
数
の
使
用
区
別
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件
（
総
務
三
三
五
）

〇
船
舶
又
は
航
空
機
に
設
置
す
る
無
線
航
行

の
た
め
の
レ
ー
ダ
ー
等
の
送
信
設
備
に
指

定
す
る
周
波
数
及
び
そ
の
指
定
周
波
数
帯

を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
三
三
六
）

〇
小
規
模
な
船
舶
局
に
使
用
す
る
無
線
設
備

と
し
て
総
務
大
臣
が
別
に
告
示
す
る
無
線

設
備
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
三
三
七
）

〇
登
録
検
査
等
事
業
者
等
規
則
第
十
七
条
及

び
別
表
第
五
号
第
三
の
三

の
規
定
に
基

づ
く
登
録
検
査
等
事
業
者
等
が
行
う
検
査

の
実
施
方
法
等
及
び
無
線
設
備
の
総
合
試

験
の
具
体
的
な
確
認
の
方
法
を
定
め
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
三
三
八
）

〇
登
録
検
査
等
事
業
者
等
規
則
第
二
十
条
及

び
別
表
第
七
号
第
三
の
三

の
規
定
に
基

づ
く
登
録
検
査
等
事
業
者
等
が
行
う
点
検

の
実
施
方
法
等
及
び
無
線
設
備
の
総
合
試

験
の
具
体
的
な
確
認
の
方
法
を
定
め
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
三
三
九
）

〇
船
上
通
信
局
又
は
船
舶
局
が
船
上
通
信
設

備
を
使
用
し
て
通
信
を
行
う
場
合
の
Ｆ
一

Ｄ
電
波
及
び
Ｆ
一
Ｅ
電
波
又
は
Ｆ
三
Ｅ
電

波
四
五
〇
MHz
を
超
え
四
七
〇
MHz
以
下
の
周

波
数
を
定
め
る
件
（
同
三
四
〇
）

〇
Ｖ
Ｈ
Ｆ
デ
ー
タ
交
換
装
置
の
キ
ャ
リ
ア
セ

ン
ス
の
技
術
的
条
件
を
定
め
る
件

（
同
三
四
一
）

〇
周
波
数
割
当
計
画
の
一
部
を
変
更
す
る
件

（
同
三
四
二
）

〇
創
業
支
援
等
事
業
の
実
施
に
関
す
る
指
針

の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
総
務
・
経
済
産
業
六
）

〇
雇
用
保
険
法
第
六
十
条
の
二
第
一
項
に
規

定
す
る
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
教
育

訓
練
の
指
定
基
準
等
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
厚
生
労
働
三
三
六
）

〇
国
、
地
方
公
共
団
体
、
独
立
行
政
法
人
中

小
企
業
基
盤
整
備
機
構
及
び
認
定
支
援
機

関
が
講
ず
べ
き
支
援
措
置
に
関
す
る
指
針

の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
経
済
産
業
一
八
七
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁建

設
業
の
許
可
の
取
消
処
分
関
係

裁
判
所

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

国
立
研
究
開
発
法
人
産
業
技
術
総
合
研
究

所
特
定
計
量
器
型
式
承
認
、
平
成
二
十
九

事
業
年
度
財
務
諸
表
（
独
立
行
政
法
人
国

民
生
活
セ
ン
タ
ー
・
独
立
行
政
法
人
国
立

女
性
教
育
会
館
）、
西
日
本
高
速
道
路
株

式
会
社
料
金
の
額
及
び
徴
収
期
間
の
変

更
、
日
本
郵
政
共
済
組
合
定
款
の
一
部
変

更
、
弁
理
士
登
録
、
型
式
適
合
認
定
、
企

業
年
金
基
金
変
更
関
係

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告


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